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要約
　本稿は、東京大学社会科学研究所が2007年から17年間にわたり継続して実施している「働き方
とライフスタイルの変化に関する全国調査」の2024年調査に関する基礎的な分析をまとめたもの
である。今回は、下記のようなテーマについて分析した結果をまとめた。（1）利他的行動は学歴（教
育水準）、暮らし向き（経済的豊かさ）、市民参画（投票の有無）、共感性（他者との共感能力）と関
連すること、（2）地域社会での共助があまりみられないまま居住環境の安心、安全の意識が高まっ
ていること、（3）介護をしている人の割合は年齢や性別で異なり、介護は就業や健康に影響を与え
ること、（4）親との死別は子の世帯収入に影響を及ぼさないが、死別前まで親と同居していた無配
偶者においては世帯収入が約67万円低下すること等が明らかとなった。

【注：当稿は10月号前編、11月号後編として2カ月に分けて紹介する】1
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4.介護の状況と影響
（1） はじめに
　2000年に介護保険制度が創設されて以降、
介護のあり方は大きく変化した。厚生労働省「介
護保険事業報告」の2000年と2017年調査によ
れば、介護保険創設後の17年で、居宅サービ
ス利用者は約3.8倍、施設サービス利用者は約
1.8倍に増えている。また2023年では、居宅サー
ビス利用者数はおよそ400万人、施設サービス
利用者数は約100万人規模と推計され、これは
2017年からさらに増加した値で、総サービス
受給者数は約599万人に達している。居宅サー
ビス利用者がその大半を占め、施設サービス利
用者は全体の約2割弱程度となっているのが現
状である。
　介護保険制度以前の主な介護提供主体は家族
であったが、介護保険制度以降は、主な介護提
供主体は家族および非家族（公的介護サービス
など）になりつつあるということだ。この変化
は、主に公的介護サービス利用の拡大によって
もたらされたと考えられる。しかしながら、非
家族によって提供される介護サービスが、家族
介護を完全に代替するケースは稀である。介護
が必要になった場合には、公的介護サービスを
利用しながら、在宅や施設で家族介護を継続す
ることが多いからである。内閣府が2022年に
実施した「高齢者の健康に関する調査」による

と、「介護が必要になったとき、誰に介護を頼
みたいか」という質問に対し、男性の58.2％、
女性の34.7％が家族に介護を依頼したいと回答
している。この結果からも、要介護者が家族に
よる介護を望む傾向が一定程度存在することが
わかる。したがって、持続可能な介護提供体制
を設計する前段階として、現状の介護の実態と
その影響を丁寧に把握することが求められる。
こうした背景を踏まえ、本稿では、「東大社研
パネル調査」の「継続・追加サンプル」から10年
間のデータを用い、以下の3点について分析を
行う。第1に、家族介護を提供しているのは誰
なのかについて、性別・世代別・配偶者の有無
別に集計する。基礎的な属性に基づいた集計を
することで、介護者がどの程度いるのか、また
時系列でどの程度変化するのかを明らかにする
ことが目的である。第2に、家族介護をすると
介護者の就業にどのような影響を与えるのかを
明らかにする。昨今では、介護を理由とした介
護離職が問題となっている。本稿では、介護離
職がどの程度生じているのかを定量的に明らか
にする。第3に、家族介護は時に介護者の健康
に影響を与えることが知られている。例えば、
家族介護が介護者の健康に負の影響を与えるこ
とがある。本稿では、家族介護が主観的健康お
よびメンタルヘルスにどのような影響を与える
のかを明らかにする。

図11　性別・世代別・配偶者の有無別にみた介護者の割合



－ 3 －

－ 7169 －■　中央調査報　No.817・令和 7年11月10日発行

（2） 誰が家族介護をしているのか
　本節では、誰が介護をしているのかについ
て、性別・世代別・配偶者の有無別に集計を行
う。世代については、東大社研パネル調査にお
ける壮年サンプル世代（2024年時点で52-58歳）、
若年サンプル世代（2024年時点で38-51歳）、リ
フレッシュサンプル世代（2024年時点で26-37
歳）に分類する。また家族介護の有無について
は、仕事以外で現在介護をしている場合に、介
護者としてコーディングしている。図11が集計
の結果である。図11からは、以下の5点が分か
る。第1に、2024年では、壮年調査世代女性で
約22.5%、壮年調査世代男性で約10.4%、若年
調査世代女性で約6.3%、若年調査世代男性で
約5.1%、リフレッシュ調査世代女性で約3.0%、
リフレッシュ調査世代男性で約1.9%が家族介
護をしている。第2に、対象者の年齢（調査年）
を重ねるごとに介護者の割合は増加傾向にある。
ただし、2021年については、とりわけ女性・壮
年世代において値が前年に比べて低下しており、
コロナ禍において対面が制限され介護が困難な
状況も推測される。第3に、男性よりも女性の
方が介護者の割合が高く、介護というケア役割
についても女性が中心に担っていることがわか
る。第4に、配偶者の有無で介護者になるか否
かが異なるのは男性において顕著である。換言
すれば、男性は配偶者がいる場合には介護の役
割を妻が担っている一方で、女性の場合には配
偶者の有無にかかわらず介護の役割を担ってい

る。第5に、壮年世代は若年世代やリフレッシュ
世代に比べて介護者の割合が高い。これは、壮
年世代の方が親の年齢も高く、介護を必要とす
る者が身近に増えるためだと考えられる。

（3） 介護が就業に与える影響
　厚生労働省「令和4年雇用動向調査」によれば、
令和4年の常用労働離職者780万人のうち、「個
人的理由による離職」は73.8%を占めており、「介
護・看護」による離職は1.4%となっている。ま
た、平成25年に取りまとめられた「社会保障制
度改革国民会議報告書」には、「今後、要介護者
が急増する中、親などの介護を理由として離職
する人々が大幅に増加する懸念がある」との記述
があり、これからの日本社会において介護と就
業の両立を支援する制度設計は喫緊の課題であ
る。ここでは、家族介護をすると就業（就業の有
無と労働時間）にどのような影響を与えるのかに
ついて、男女別に分析をおこなう。用いるデー
タは図11と同様に、11年分の東大社研パネル若
年・壮年・リフレッシュ調査データである。こ
こでは、家族介護をしていない状態からする状
態になると、就業にどのような影響を与えるの
かを確認するため、時点と個体の固定効果モデ
ルによって推定をおこなう。結果変数と処置変
数の他の調整変数は、年齢、年齢2乗、配偶者
の有無、子どもの有無である。固定効果モデル
による推定結果が図12である。
　図12、13の分析結果からは、女性においての

図12　固定効果モデルによる介護が就業に与える
影響の推定結果

図13　固定効果モデルによる介護が労働時間に与える
影響の推定結果
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み家族介護が就業に影響を与えていることが確
認できる。具体的には、家族介護をすると就業
確率が平均で3%低くなり、労働時間（月）が平
均で2.6時間短くなる。男性についてこうした関
連は確認できなかった。なぜ女性においてのみ、
家族介護が就業の抑制や労働時間の短縮に繋が
るのだろうか。今回の分析では、介護の有無を
変数として用いており、どのような介護をして
いるのか、どの程度介護をしているのかを考慮
していない。したがって、介護の内容や時間が
男女で異なるために、女性においてのみ負の関
連がみられたことは否定できない。

（4） 介護が健康に与える影響
　最後に、介護をすると健康（主観的健康とメ
ンタルヘルス）にどのような影響を与えるのかに
ついて、男女別に分析をおこなう。近年では、

「介護疲れ」「介護うつ」が報道されることが多
く、長時間および長期間の介護が健康に与える
様々な側面が問題視されている。以下では、介
護と健康の関連についての分析結果を紹介する。
介護については、これまでと同様の変数を用い
る。健康については、主観的健康（self -rated 
heal th）を変数として用いる。「東大社研パネル
調査」における主観的健康（self-rated health）と
は、「あなたは、自分の健康状態についてどの
ようにお感じですか」という質問に対して、「1：
とても良い」「2：まあ良い」「3：普通」「4：あ
まり良くない」「5：悪い」の選択肢で測定され
る。解釈をわかりやすくするために、値が高く

なるほど健康状態が良くなるよう値を反転して
分析を行った。メンタルヘルスの指標としては、
MHI-5（Mental Health Inventory 5）を用いる。
MHI-5は、過去1 ヶ月間で「かなり神経質であっ
た」「どうにもならないくらい気分が落ち込んで
いたこと」「落ち着いておだやかな気分であった
こと」「落ち込んで、憂鬱な気分であったこと」「楽
しい気分であったこと」の5項目について尋ねて
いる。回答選択肢は、それぞれの項目について「1：
いつもあった」から「5：まったくなかった」の5 件
法で測定される。分析では、これらの5項目につ
いて単純加算し、値が高くなるほどメンタルヘ
ルスが良くなるよう値を変換している。先述の
分析と同様に、介護をしていない状態からする
状態になると、健康にどのような影響を与える
のかを確認するため、時点と個体の固定効果モ
デルによって推定をおこなう。結果変数と処置
変数の他の調整変数は、年齢、年齢2乗、配偶
者の有無、子どもの有無である。固定効果モデ
ルによる推定結果が図14および図15である。
　図14、15の分析結果からは、男女ともに介護
がメンタルヘルスに影響を与えていることが確
認できる。具体的には、介護をするとメンタル
ヘルスが男性で0.3ポイント、女性で0.5ポイン
ト低くなる。なお主観的健康についてはこうし
た関連は確認できなかった。家族介護と就業の
分析と同様に、今回の分析では、介護の有無を
変数として用いているため、介護の質と量を考
慮していない。

図14　固定効果モデルによる介護が主観的健康に与える
影響の推定結果

図15　固定効果モデルによる介護がメンタルヘルスに与える
影響の推定結果
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（5） おわりに
　本稿は、同一個人を複数時点にわたって調査
した「東大社研パネル調査」データを用い、家族
介護の実態とその影響について、以下の3点に
焦点を当てて分析を行ったものである。
　第1に、誰が家族介護を実施しているのかと
いう点では、2024年時点において、壮年調査世
代における女性の介護実施割合が約22.5％、男
性が約10.4％と、明確な男女差が認められた。
若年世代やリフレッシュ世代においても、女性
の割合が男性を上回っており、さらに対象者の
年齢が上昇するにつれて介護者の割合は増加す
る傾向にあることが確認された。なお、2021年
においては、特に女性・壮年世代で前年に比し
て介護者の割合が低下していることから、コロ
ナ禍における対面介護の制約が影響した可能性
が示唆される。加えて、配偶者の有無による差
異は男性において顕著であり、男性は配偶者が
いる場合に妻に介護が集中する一方、女性は配
偶者の有無にかかわらず介護の役割を担ってい
ることが明らかとなった。
　第2に、家族介護が就業に与える影響につい
ては、固定効果モデルの分析結果より、女性に
おいて家族介護状態に移行すると、就業の中断
や労働時間の短縮といった負の影響が生じるこ
とが確認された。対して、男性には同様の関連
は認められず、介護負担のジェンダー差が就業
に及ぼす影響において重要な要因となっている
ことが示唆された。
　第3に、家族介護が健康に与える影響の検討
では、主観的健康に関しては統計的な有意性が
確認されなかったものの、メンタルヘルスに関
しては、介護を行うことで男女ともに低下する
傾向が見られた。特に女性では、介護によるス
トレスが顕著に現れる結果となり、長時間ある
いは長期の介護が身体的健康にも影響を及ぼし
うる可能性が示唆された。これらの結果は、介
護の有無を二値変数として分析したため、介護
の質や量といった側面が十分に反映されていな
いことを踏まえても、ジェンダーごとに異なる
介護ストレスが存在することを裏付けるもので
ある（Zwar et al. 2020）。
　以上の分析結果から、2000年に介護保険制度

が創設されて以降、制度の充実にもかかわらず、
家族介護は依然として重要なケア提供手段であ
り、特に女性においては介護負担が就業やメン
タルヘルスに深刻な影響を及ぼしていることが
明らかとなった。また、世代や配偶者の有無に
よる介護者の実態の違いは、介護の社会化が進
展する以前から存在していたジェンダー規範が
依然として継続していることを示唆している。
今後の政策立案においては、家族介護の実態を
的確に把握し、介護と就業の両立支援、介護者
の健康維持に向けた施策を、ジェンダーや世代、
家族構成の違いを考慮しながら柔軟に設計する
ことが求められる。

参考文献
◦Z w a r, L . , H . - H . K ö n i g , & A . H a j e k , 

2020 , “P sycho soc i a l Consequence s o f 
Transitioning into Informal Caregiving in 
Male and Female Caregivers: Findings from 
a Population-based Panel Study,” Social 
Science and Medicine  264: 113281.

（大久保将貴）

5.親と同居する無配偶者の親と死別後の
経済状況の変化

（1） 親が亡くなった後、同居していた無配偶の
子の生活はどう変化するのか

　未婚化や少子化が進むなかで、成人後の親
子関係もかつてとは異なる様相を呈している。
2020年時点で50歳時に未婚だった者の割合は、
男性で28.25%、女性で17.81%であり（内閣府 
2022）、配偶者や子どもを持たない人々は年々
増加している。また、子どもを生み終えた夫婦
のうち、子どもが1人の夫婦の割合は2021年時
点で19.7%であり（国立社会保障・人口問題研
究所 2023）、約5人に1人はひとりっ子である。
これらのことからは、「身近な家族は自分の親し
かいない」という状況にある人々が増加してお
り、今後も増加していくことが予想できる。
　このような状況下で、成人後の親子関係に新
たな問題が生じ始めている。たとえば、「80」代
の親が「50」代の子どもの生活を支え、親子とも
に貧困や社会的孤立に陥ってしまうことが問題
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視されている「8050問題」や、親の介護のために
子どもが離職を余儀なくされ、経済面や精神的
健康面で深刻な問題を抱えてしまう介護離職の
問題などが挙げられる。これらの問題において
は、当事者たちが現在直面している貧困や孤立、
精神的不健康の解決という課題もさることなが
ら、「親が亡くなった後、子の生活はどうなるの
か？」という将来的不安の解消という課題もある。
　先行研究では、親と同居する未婚の中高年者
は、無職の割合が高いことや低所得層が多いこ
と、社会的孤立の状態あるいは孤立予備軍であ
ることが明らかにされている（藤森 2021; 藤森・
杉山2021）。しかし、彼らが親を亡くした後、
生活にどのような変化が起きるのかという点に
ついては未だ明らかにされていない。そこで本
節では、親と同居する無配偶者の経済状況に着
目して、親との死別前後でいかなる変化が生じ
るのかを検討する。

（2） 東大社研・若年壮年パネル調査における
親との死別経験

　まずは、東大社研・若年壮年パネル調査の

データにおいて、親との死別をどの程度の人々
が経験しているのかを確認しよう。ここでの親
との死別経験の定義は次のとおりである。まず、
2007年調査（Wave1）から2024年調査（Wave18）
までの各回で、回答者自身の父親と母親それぞ
れが健在かどうかを識別した6。その情報をもと
に、最新の2024年調査時点までに父親が亡くなっ
ている場合は「父親との死別経験あり」、母親が
亡くなっている場合は「母親との死別経験あり」、
両親とも健在の場合は「親との死別経験なし」と
した。
　図16は、回答者の年齢層別にみた父親・母親
それぞれとの死別経験の割合である。当然なが
ら、回答者の年齢が高いほど父親・母親との死
別の経験率は高くなり、40代以降でより高くなっ
ていくことが読み取れる。母親よりも父親との
死別経験割合が圧倒的に多く、50代後半では父
親との死別経験率は約6割である一方、母親と
の死別経験率は2割程度にとどまる。
　表1には、父親・母親それぞれの享年と、死
別したときの回答者の年齢の記述統計を示した。
父親と母親の間で大きな違いはなく、平均的に、

6　東大社研・若年壮年パネル調査では、Wave1、Wave7、Wave13 ～ 15で父親と母親それぞれが健在かどうかを尋
ねているため、これらのWaveでは、その質問項目から父母が健在か否かを識別した。それ以外のWaveでは、過去
1年間の出来事経験を尋ねた質問項目の「自分の父が亡くなった」「自分の母が亡くなった」という選択肢を選択してい
るかどうかによって父母が健在か否かを識別した。

7　調査対象者の年齢の最大値が最新の2024年調査時点で57歳であるため、やや若めの結果となっている。

表1 親との死別経験者の親の享年と親死別時点の本人の年齢

N Mean Median Std. dev. Min Max

父親の享年 781 75.38 76 8.20 47 93

母親の享年 340 73.32 75 9.12 46 94

父死別時の回答者の年齢 914 42.93 44 7.55 21 57

母死別時の回答者の年齢 387 43.80 45 7.95 23 57
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父親との死別 母親との死別

図16　回答者の年齢層別にみた親との死別経験率（2024年調査時点）
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親が70代半ば、回答者自身が40代半ばで死別
を経験している傾向にある7。

（3） 死別経験前後での経済状況の変化
a. 記述的分析
　続いて、親との死別経験の前後での経済状況
の変化をみてみよう。これ以降の分析では、父
母を区別せず「親との死別経験」として扱う8。ま
た、親との死別を経験する前の情報も必要とな
るため、調査開始時点で少なくとも1人の親が
健在の回答者が分析対象となる（n=7,636）。
　図17は、親との死別経験前後での世帯収入の

平均値の変化である。図の横軸は親と死別した
年から何年目かを表し、「0」は親が亡くなった年
を意味する。死別経験者全体でみたとき、ある
いは有配偶者に限定したときは、親との死別経
験の前後で世帯収入に変化は見られない。それ
に対し、親が亡くなる前年まで同居していた無
配偶者においては、親が亡くなった翌年から約
100万円世帯収入が低下していることがわかる。
　図18は、親との死別経験前後での個人収入の
平均値の変化である。世帯収入とは異なり、個
人収入は、親との死別後に大きな変化はみられ
ず、加齢とともに概ね上昇傾向にある。

8　調査期間中に父母のいずれとも死別した場合、より早いほうの経験を分析に用いた。

-5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5

死別経験者全体 親と同居・無配偶 有配偶
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400
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図17　親との死別経験前後での世帯収入の平均値の変化
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図18　親との死別経験前後での個人収入の変化
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　図19は、親との死別経験前後での暮らしむ
き（主観的な豊かさの評価）の平均値の変化であ
る。暮らしむきは5件法で尋ねており、値が大き
いほど自らを「豊かである」と感じていることを
意味する。暮らしむきについては、死別経験者
全体でみたときや、有配偶者に限定したときは、
親との死別経験前後で変化がみられない。一方、
親が亡くなる前年まで同居していた無配偶者に
おいては、親との死別の前年に0.2ポイント程
度低下し、死別した年に若干改善するものの、
その後は横ばいで推移している。

b. 多変量解析
　最後に、上記の記述的分析からみられた傾向
は、その他の変数の影響を統制してもなおみら
れるかどうか、多変量解析によって検討する。
表2は、世帯収入、個人収入、暮らしむきを従
属変数とした固定効果モデルの結果である。
　世帯収入に対する親との死別経験の主効果の
係数は49.797であり、親との死別経験と死別前
年まで親と同居の無配偶者の交互作用効果の係
数が-117.268である。つまり、一般的には親と
の死別を経験すると世帯収入は約50万円上昇す
るが、死別前に親と同居していた無配偶者にお
いては、約67万円世帯収入が低下する。
　個人収入に対しては、親との死別経験は統計
的に有意な影響を及ぼしていない。
　暮らしむきに対しては、世帯収入と類似した
傾向がみられ、親との死別を経験すると暮らし

むきの評価は約0.05ポイント上昇するが、死別
前に親と同居していた無配偶者においては、む
しろ約0.05ポイント低下するようである。

（4） 小括
　本節では、親との死別経験によって、親と同
居していた無配偶者の経済状況がいかに変化す
るかをパネルデータ分析によって検討した。分
析の結果から、死別前に親と同居していた無配
偶者は、親が亡くなった後、世帯収入が約67万
円低下し、自身の暮らしむきに対する主観的な
評価もごくわずかではあるが低下することが明
らかになった。また、このような経済状況の悪
化の傾向は、死別経験者全体でみたときや有配
偶者にはみられなかった。
　親が亡くなった後に世帯収入が67万円低下す
るというのは、一見するとそれほど重大な影響で
はないようにも感じられる。しかし、親と同居し
ていた無配偶者の、親と死別する前の世帯収入の
平均値が約500万円であることをふまえると、1年
で10%以上も収入が低下することになる。配偶者
などの自分以外の稼得者がいない場合が多い無配
偶者にとって、親の年金収入等が得られなくなる
ことのインパクトは小さくないことが示唆された。

参考文献
◦国立社会保障・人口問題研究所，2023，「現代

日本の結婚と出産――第16回出生動向基本
調査（独身者調査ならびに夫婦調査）報告書」，

死別経験者全体 親と同居・無配偶 有配偶
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図19　親との死別経験前後での暮らしむきの変化
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国立社会保障・人口問題研究所ホームページ，
（2025年2月10日取得，https://www.ipss.
go. jp/ps-doukou/ j /doukou16/JNFS16_
ReportALL.pdf）．

◦内閣府，2022，「男女共同参画白書 令和4年版」，
内閣府男女共同参画局ホームページ，（2025
年2月10日取得，https://www.gender.go.jp/
about_danjo/whitepaper/r04/zentai/index.
html）．　　　　　　　　　　　  （俣野美咲）

6.おわりに
　最後に本稿で取り上げた4つのテーマについ
ての分析結果をまとめておく。第1のテーマは、
自分のためではなく他者の利益のために行う「利
他的行動」についての分析である。日本では「利
他的行動」をとる割合が他国と比べて低いことが
指摘されてきたが、本調査の回答者の間でも、「利
他的行動」の経験比率は低い。どのような要因
が「利他的行動」と関係があるのかを分析すると、
学歴の高いこと、暮らし向きが豊かであること、
市民参画の程度が高いこと、他者との共感能力
が高いことは、利他的な行動をとりやすい傾向
があることが確認された。第2のテーマは、人々
の住む地域の環境に関する意識についてである。
居住地域がどのくらい安全であるか、近隣住民

が助け合う環境であるか、すぐにかかれる医療
機関があり安心であるか、という3点について検
討した。居住地域の治安の良さ、医療機関への
アクセスはおおむね肯定的で、徐々にではある
がより改善に向かっているが、地域の人間関係
のなかでの共助は弱まる傾向がみられた。3つの
居住地域に関する意識の違いに着目すると、回
答者のライフステージや居住都市規模のあいだ
で差が確認された。
　第3のテーマは、介護と就業・健康の関連で
ある。2024年の調査時点で、仕事以外で介護を
している人の比率は世代・配偶者の有無により
大きく異なり、女性の方が男性よりも介護をす
る比率が高い。介護に従事することの影響を分
析すると、就業を阻害したり、健康を害する可
能性のあることが示唆された。特に女性の場合
には、その傾向が顕著であることが明らかになっ
た。第4のテーマは、親との死別と子の死別前
後の経済状況の変化についてである。回答者が
親と同居していた無配偶者の場合には、親の死
別により世帯収入が大きく低下し、暮らし向き
の評価もごくわずかではあるが低下する傾向が
確認された。他方、死別経験者全体や配偶者が
いる回答者の場合には、親の死別前後に同様な
変化はみられなかった。　　　　　　　（石田浩）

表2　固定効果モデル

世帯収入 個人収入 暮らしむき
Coef. 
(S.E.)

Coef. 
(S.E.)

Coef. 
(S.E.)

親との死別（ref.死別前） 49.797 *** -.534 .047 *
(009) (004) (000)

親と同居・無配偶 51.114 ** 7.110 -.060 *
(016) (006) (000)

親との死別*親と同居・無配偶 -117.268 *** 9.407 -.095 *
(023) (009) (000)

年齢 4.353 *** 7.189 *** -.003 **
(001) (000) (000)

従業上の地位（ref.正規雇用）

　経営・自営業 -27.832 -23.613 ** -.062 *
(017) (007) (000)

　非正規雇用 -65.526 *** -92.522 *** -.089 ***
(009) (004) (000)

　無職・学生・その他 -103.358 *** -161.973 *** -.080 ***
(010) (004) (000)

N of observations 13025 17376 18129
N of groups 2088 2389 2398
R-squared .016 .327 .021

*** p<.001, ** p<.01, * p<.05
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◇  告　知　板
10月の時事世論調査

10月の時事世論調査による
と、総辞職した石破内閣の支
持率は2.6ポイント減の25.1％
で、不支持率は0.1ポイント減の
48.2％だった。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として10月10日
から13日に実施、有効回収（率）
は1,163（58.2％）だった。

この時期の国内の動きは、
65歳以上、割合は過去最高：

総務省は「敬老の日」に合わせ、
65歳以上の推計人口を発表。総
人口に占める割合は前年比0.1ポ
イント増の29.4％で、過去最高
となった（9月14日）。

天皇ご一家、世界陸上観戦：
天皇、皇后両陛下と長女愛子さ
まは、東京・国立競技場を訪れ、
陸上の世界選手権東京大会の競
技を観戦された（9月21日）。

アサヒにサイバー攻撃、国内
出荷を停止：アサヒグループホー
ルディングスはサイバー攻撃に
より、システム障害が発生した
ため受注・出荷やコールセンター
業務を停止した（9月29日）。

自民新総裁に高市氏：自民党
は総裁選の投開票を党本部で行
い、高市早苗氏（64）を第29代
総裁に選出した。決選投票で小
泉進次郎氏（44）を下し、自民初
の女性総裁に就任（10月4日）。

公明、連立離脱へ：自民党の
高市総裁と公明党の斉藤代表は
連立政権の継続を巡り協議した

ら３氏にノーベル生理学・医学賞
を、極小の穴が無数に開いた「金
属有機構造体（MOF）」を開発し
た北川進・京都大特別教授（74）
ら３氏にノーベル化学賞を授与す
ると発表（10月6、8日）。

政党支持率　自民 党の支 持
率は前月から2.6ポイント増の
19.7 ％ だ っ た。 野 党 第1党 の
立憲民主党は1.1ポイント減の
4.2％、野党トップの参政党も1.1
ポイント減で4.8％。以下、国民
民主党は0.4ポイント増の3.8％、
連立与党から離脱表明の公明党
は0.2ポ イント 減 の2.8 ％、 日
本維新の会は0.2ポイント減の
1.8％、共産党は0.9ポイント減
の0.9％。支持政党なしは1.6ポ
イント増の56.1％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 か ら0.1ポ イ ン ト 増 の
3.6％、「悪くなった」は0.5ポイ
ント減の43.3％だった。時事世
論景気指数は前月から1ポイント
増加して49となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は0.7ポイント
減の1.8％、「苦しくなった」は2.0
ポイント増の45.7％となった。

が、「政治とカネ」の問題に対す
る考え方の溝が埋まらず決裂。
斉藤氏は連立離脱の方針を伝え
た（10月10日）。

大阪・関西万博が閉幕：大阪
市の人工島「夢洲」で開かれた大
阪・関西万博が閉幕した。55年
前の大阪万博（6422万人）に次
いで多い2500万人超が来場した

（10月13日）。

国外では、
「シマウシ」でイグ・ノーベル

賞：ユーモラスな研究を表彰す
る「イグ・ノーベル賞」で農研機
構の兒嶋朋貴研究員らのグルー
プが「生物学賞」を受賞。牛を「シ
マウマ模様」に塗ることで虫よけ
効果を発揮（9月19日）。

パレスチナ国家承認、国連加
盟国の約8割に：国連本部で英
豪カナダなどに続き仏など5カ国
もパレスチナの国家承認を宣言
し、パレスチナを承認する国は
国連加盟193カ国の約8割となっ
た（9月22日）。

旧統一教会総裁を逮捕：韓国
の特別検察官は、請託禁止法違
反などの容疑で世界平和統一家
庭連合（旧統一教会）総裁の韓鶴
子容疑者（82）を逮捕した（9月
23日）。

大谷、自己最多55号：ドジャー
スの大谷翔平はマリナーズ戦に
出場し、シーズン自己最多と球
団記録を更新する55号ソロ本塁
打を放ち、レギュラーシーズン
を終えた（9月28日）。

ガザ和平計画「強力に支持」：
トランプ米大統領が明らかにし
たガザ和平のための20項目計画
について、アラブ・イスラム諸
国や欧州主要国からは「強力に支
持する」と歓迎する声が上がった

（9月29日）。
ノーベル賞、坂口志文氏・北

川進氏：制御性Ｔ細胞を発見し
た坂口志文・大阪大栄誉教授（74）

時事世論景気指数

2014年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年
129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9 25.0 34.6
22年 23年 24年 （11月）（12月） 25年 （1月）（2月）
23.1 53.3 52 42 38 22

（3月）（4月）（5月）（6月）（7月）（8月）（9月）（10月）
19 11 23 42 44 39 48 49
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